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平成 26 年６月 27 日 

各  位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 横江実 

（コード番号 3731 東証マザーズ） 

問合せ先 取締役管理部長 湯瀬昭宏 

（TEL． 022－ 722－ 0333） 

 

特設注意市場銘柄継続に関する改善策特設注意市場銘柄継続に関する改善策特設注意市場銘柄継続に関する改善策特設注意市場銘柄継続に関する改善策についてについてについてについて    

 

当社の株式は、平成24年１月18日付で株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）から特設注

意市場銘柄に指定されておりましたが、平成26年５月30日付「当社株式の特設注意市場銘柄の継続に関

するお知らせ」で公表いたしましたとおり、同日付で東証から特設注意市場銘柄の指定を継続する旨の

通知を受けました。 

当社では、特設注意市場銘柄の指定から２年を経過しながら、同指定の解除に至らなかったという

結果を真摯に受け止め、実効性を重視したさらなる改善に全力で取り組み、特設注意市場銘柄指定の

解除に向け、あらためて下記の施策を推進してまいります。 

 

 

(1) 不正に関与した元役員の雇用について 

元代表取締役につきましては、平成 24 年１月 30 日に退任して以降、平成 24 年 7 月までは、引継

ぎを目的として雇用しており、雇用関係を解消した後も来社しておりましたが、平成 25 年 12 月を

もって以後の一切の来社を拒否しております。また、元常勤監査役及び元管理担当取締役につきま

しては、平成 24 年１月 30 日に退任して以降、現在に至るまで、当社子会社の従業員として雇用し

ております。今般、不適切な会計処理に関与した元役員については一切の関係性を排除する方針と

したことから、両名に対して退社を促しており、元常勤監査役については、平成 26 年８月 21 日付

で退社する旨の申し出を受けており、また元管理担当取締役については平成 26 年６月 13 日付での

退社となりました。 

 

(2) 不正を指示した元代表取締役に対する資金の回収に向けた十分な対応について 

当社は、過去に元代表取締役及び同人の 100％支配会社らに流出した資金（元代表取締役につき、

当社から 375,698,342 円、当社の連結子会社から 113,714,000 円、同人の 100％支配会社２社につ

き、当社から 110,000,000 円及び 38,211,627 円）の回収について、同人及び同人の 100％支配会社

らと、平成 23 年 10 月 24 日付け「債務の弁済に関する合意書」（以下「債務弁済合意書」という。）

を締結しております。元代表取締役からは、債務弁済合意書に従い、当社に対して毎月 300,000 円

の支払いはなされているものの、同人が当社の連結子会社に対して負う債務及び同人の 100％支配

会社らが当社に対して負う債務の弁済方法については、平成 29 年１月末日までに協議により定める

としているほか、債務を負担していない同人の 100％支配会社である株式会社 E・S ワン（以下「E・

S ワン」という。）が所有していた当社株式の全て（平成 26 年５月１日に１株を 100 株に分割する
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株式分割前の株数で 8,000 株）を登録質にて担保提供する旨の合意については、履行がなされない

まま一部を市場で売却されるなどし、先般実施された株式会社光通信による当社株式に係る公開買

付け（以下単に「公開買付け」という。）において、残る当社株式の全て（公開買付け開始時の株数

で 695,500 株。その内 500,000 株については、公開買付け開始後に市場売却し、残 195,500 株。）が

売却されるに至っております。なお、元代表取締役が所有していた当社株式 850,500 株についても、

その全てが同様に上記公開買付けにおいて売却されております。 

今後は、弁済方法が定まっていない債務についての協議を求めていくとともに、上記公開買付け

における株式の売却代金により元代表取締役は十分な支払原資を得たと考えられること、また、債

務弁済合意書においては、E・S ワンが所有していた当社株式の売却代金は全額債務弁済合意書の支

払いに充てるべき旨の定めがあることから、両者に対して早期の回収を求めてまいります。 

尚、平成 26 年４月 25 日及び平成 26 年６月４日に、元代表取締役に対し上述の履行を求める内容

証明を送っておりますが、回収には至っていない状況です。 

 

(3) 元代表取締役が実質的に全株式を保有していた会社に対する新規貸付について 

当社は、平成 25 年７月 23 日に開催した取締役会において新規投資を行う旨の決議を得て、外部

への投資を行いました。当該投資に際しては、当社の連結子会社の一つへ新規貸付を行い、当該子

会社から外部へ投資を行っておりますが、当該子会社は、当社の連結子会社の一つではあるものの、

その株式の全てを元代表取締役の 100％支配会社である E・S ワンが所有しており、上記取締役会決

議の際には、投資方法等についての十分な説明がなされておりませんでした。 

上記事象については、平成26年１月16日付でE・Sワンから当該子会社の株式の全てを譲り受け、

当社の 100％子会社にすることで元代表取締役との関係性を解消いたしました。また、今後同様の

事象が生じないよう、既存の「取締役会規程」に加えて、取締役会において審議すべき事項の詳細

を定めた「取締役会運営細則」（平成 26 年１月 14 日制定）及び「出退店基準管理規程」（平成 26

年２月 19 日制定）を新設し、投資や新規事業の立ち上げ、出退店に係る審議の充実化を図る体制を

整備するとともに、これらの規程の運用状況については、取締役会に出席している監査役が監視す

ることで、改善を図っております。 

 

(4) 社内諸規則の適切な整備・運用の実施について 

当社は、過去に生じた不正の原因を分析し、その再発防止策を検討いたしました。その分析・検

討結果の規程面における反映として、過去の不正が役員による組織的な不正であった反省から、「役

員服務規程」（平成 26 年１月 14 日制定）を新設し、役員に対する規制を明文化したほか、入金プロ

セス・出金プロセスについて日常的な自己点検手続及び監査手続を組み込むことを定めた「経理事

務不正防止管理規程」（平成 26 年１月 14 日制定）を、また過去の不正においては、会計処理の根拠

となるエビデンスの偽造がなされた反省から、「エビデンス偽造防止マニュアル」（平成 26 年３月

13 日制定）をそれぞれ新設し、二度と過去と同様の不正が起こらない体制の整備を実施いたしまし

た。 

上記各規程の新設が遅れたため、審査期間の終了までに、その運用実績の積み重ねを十分には行

うことができなかったものの、引き続きその運用実績の積み重ねと随時のブラッシュアップに努め

てまいります。 
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(5) 内部統制の適切な整備・運用の実施について 

① 資金管理プロセスについて 

当社は、過去に生じた不正を受けて、平成 24 年 10 月期において、財務報告に係る内部統制の

評価範囲につき、新たに「資金管理プロセス」を認識し、その整備・運用状況を評価いたしまし

た。 

しかし、平成 24 年 10 月期に係る内部統制報告書においても、当該プロセスに開示すべき重大

な不備が認められたことから、引続きその不備の是正に努めてまいりました。今後は、上記(4)

の「経理事務不正防止管理規程」により、資金管理プロセスに係る日常的な自己点検手続及び監

査手続を強化したことから、その運用実績の積み重ね及び随時のブラッシュアップに努めてまい

ります。 

 

② 全社的な内部統制について 

当社は、平成25年10月期に係る内部統制報告書において、当社と元代表取締役及び同人の100％

支配会社らとの間に、下記の是正すべき外形的事情が残存しており、当社と元代表取締役との関

係性に係る疑義を払拭できないことから、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす可能性が高い

ため、全社的な内部統制に開示すべき重要な不備が認められると判断いたしました。 

 

記 

ⅰ 元代表取締役が時折当社に来社しているという事情 

ⅱ 元代表取締役の 100％支配会社の一つにつき、その本社住所が当社の住所と同じであるとい

う事情 

ⅲ 当社の連結子会社の一つにつき、その株式の全部を元代表取締役の 100％支配会社である E・

S ワンが所有しているという事情 

ⅳ 過去になされた、E・Sワンと当社（吸収合併消滅前の子会社）との間の不動産売買契約に基

づき、当該不動産の所有権者を当社とする所有権移転登記手続が未了であるという事情 

ⅴ 元代表取締役及び同人の 100％支配会社らに対する貸付金を担保するための、E・S ワンが保

有する当社株式に係る質権設定契約に基づく質権設定手続が未了であるという事情 

以上 

 

上記ⅰの事情については前記(1)に記載したとおり、また上記ⅲの事情については前記(3)に記

載したとおり、いずれも既に解消しております。さらに、上記ⅳの事情についても、平成 26 年５

月１日をもって所有権移転登記手続が完了したことにより、既に解消しております。 

他方、上記ⅱの事情については、当社と同一の住所からは変更されたものの、登記上、当社の

子会社に係る事業所と同一の住所への変更となっておりますので、引き続き別住所への変更を促

してまいります。 

なお、上記ⅴについては、前記(2)に記載したとおり、質権設定手続が未了のうちに全株式を売

却されるに至っており、不本意な形ではありますが、当該事情が消滅しております。 
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もっとも、(2)の公開買付けにおいて、元代表取締役及び E・S ワンの所有していた当社株式の

全てが売却されたことにより、資本関係においても関係性が解消された状態となっております。 

今後も引続き、より有効な全社的な内部統制の整備・運用に努めてまいります。 

 

③ その他の内部統制について 

当社は、その他の内部統制についても引き続き整備・運用状況の評価手続を実施し、これによ

り是正すべき点が認められる場合にはその是正に取り組み、上場会社として相応しい内部統制シ

ステムの整備・運用に努めてまいります。 

 

(6) 内部監査の適切な実施について 

当社では、取締役会の下位機関として内部監査室を設置し、専任の内部監査人が内部監査を行っ

ております。これまで、内部監査においては主に移動体通信店舗事業の店舗に対する監査を行って

おりましたが、過去の不正の再発防止という観点から見た場合、当該監査対象・監査手続では十分

ではありませんでした。これは、再発防止のための規程の整備が遅れたことにより、監査の対象と

なるべき仕組みの構築が遅れたことにも一因があったものと考えております。 

今般、前述した「経理事務不正防止管理規程」等の再発防止策が実施されたことにより、これら

の再発防止策の運用状況の監査を監査方針の重点監査項目として設定し、注力することを明確化い

たしました。そして、本年２月より内部監査室の人員を増員したほか、内部監査に関するコンサル

タントを顧問として招聘し、密に助言・指導を受けて、監査体制を強化・再構築しております。 

しかしながら、取り組みが遅れたことにより、審査期間の終了までに、その監査実績の積み重ね

を十分には行うことができなかったものの、引き続きその監査実績の積み重ね及び随時のブラッシ

ュアップに努めてまいります。 

 

当社は、再度、内部管理体制等の確立に努め、特設注意市場目柄指定の解除に向けて全社一丸とな

って取り組んでまいります。株主様、投資家様及び関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をお

かけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

 

以上 


